
 

 

 『新しい相続・財産管理の方法～民事信託～』 

 第２回 民事信託は遺言の代わりにもなる？ 

 なぜ民事信託で遺言の制度のような効果が得られるのか、民事信託の基本パターン図を使ってご説

明します。 

 

 

 

 

 

 

 

              委託者・・・財産を託す人  

              受託者・・・財産を託される人 

                        受益者・・・財産から利益を受ける人 

 

贈与税に注意 

 民事信託では、当初委託者と受益者が同一でスタートすることが多いです。なぜなら、委託者と

受益者が別人だと、委託者から受益者に贈与があったとみなされ、受益者に贈与税が課せられてし

まうからです。よって、今回は、委託者＝受益者、つまり、『この財産を私のために使ってね』とい

う内容で、委託者から受託者に信託を設定します。 

この場合、受託者 B が運用した財産から得られる利益は委託者でもあり受益者でもある A が受け取

ることになります。 

 

二次受益者を定めておけば、遺言と同じような効果に！ 

 委託者自身を自分が生きている間の受益者とし、自分が亡くなったあとを自分の子や配偶者、そ

の他の人を次の受益者と信託契約で定めることによって、委託者である本人が亡くなったあとにお

ける財産の分配方法を決めておくことができます。 

このような遺言と同様の効果を得るために設定された信託契約の仕組みのことを『遺言代用信託契
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約』と呼んでいます。もちろん、遺言と同様に委託者自身が亡くなるまでに、委託者は受益者とな

る人を変更することもできます。 

 

遺言では実現不可能な効果が民事信託では可能！ 

  遺言は自分の財産を誰に承継させるかを生前に指定することができますが、『自分が死亡した後

は、財産を子Xに承継させ、将来Xが死亡した後はYに承継させる』というような遺言はできない

とされています。つまり、遺言でできる財産の承継先は一代までであり、一度財産が承継された後

の財産の使い道は原則その人の自由なので、『〜将来Xが死亡した後はYに承継させる。』の部分は

無効となります。 

例えば、先祖代々直系血族に継がれている不動産を子Xから孫Yへと承継させたいという本人の想

いは、子Xの気持ち次第ということになります。 

   

先祖代々続く不動産を 夫 ⇒ 妻 ⇒ 甥,姪へ承継させる 

 子がいない夫婦の場合はどうでしょう。 

 もし相続対策をしなかった場合、自分が亡くなったあとの財産は法定相続どおり配偶者と兄弟姉

妹に承継されます。もちろん自分が亡くなったあとも配偶者に安心して自宅に住んでもらうために

は、遺言を残すなどの対策は必要でしょう。自宅や財産は妻が相続するという遺言を残すことが多

いのではないでしょうか。 

しかし、配偶者に承継された財産は、その後どうなるでしょうか。もし配偶者が遺言を残していな

ければ配偶者の死亡後の財産は、配偶者の父母もしくは配偶者の兄弟姉妹に承継されることになる

のです。 

もしその財産が先祖代々承継されてきた不動産なら、姻族へ財産が承継されることに抵抗があるか

もしれません。また、配偶者に父母や兄弟姉妹など法定相続人がいなければ財産は国庫に帰属され

ることになります。 

このように、遺言では一次相続、二次相続と将来の財産の承継先まで指定するができません。 

しかし民事信託ではこのような一次相続、二次相続と財産の承継先を指定することが可能です。 

つまり、『当初受益者が死亡したあと、受益者となる権利が二次受益者に移り、二次受益者が死亡し

た時は、三次受益者に移転する』という内容の信託契約は有効なのです。このような信託契約のこ

とを『後継遺贈型（受益者連続）信託』と呼んでいます。 



 

民事信託は一次相続、二次相続、と財産の承継先を指定できる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このような機能は、実務的には、子がいない場合、障がいを持つ子がいる場合、前婚の子と再婚

の配偶者がいる場合などに活用されます。 

例えば、前婚の子と再婚の配偶者がいる場合に、二次受益者として再婚の配偶者を指定し、配偶者

に自宅不動産に住まわせ、配偶者が死後したあとに三次受益者である前婚の子に財産を承継させる

というものです。 

また、子がいない夫婦の場合、当初受益者を本人、二次受益者を配偶者、三次受益者を兄弟の子（甥

姪）とすることで、財産を血族へ承継させることができます。 

障がいをもつ子がいる場合は、二次受益者としてその子を指定し、他の親族や面倒を見てくれた人

を三次受益者とするという使い方があります。 

 

後継遺贈型（受益者連続）信託は３０年が目安 

 このような後継遺贈型（受益者連続）信託は、一生涯続くわけではなく、信託法では、信託がなさ

れたときから３０年を経過した時点以降に新たに受益者になった者が死亡するまで、またはその受

益権が消滅するまで信託が継続するとして期限を設けています。（信託法９１条） 

例えば、一次受益者を A、二次受益者を X、三次受益者を Y という信託を設定したとしましょう。A

が亡くなり、受益者が X である時点で信託を設定してから３０年が経過した場合は、次の受益者 Y

が亡くなるまで信託が継続することになります。  （文責 ： 司法書士 重信吉孝） 
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 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況

に応じた適切な助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的

な見解であり、当法人若しくは当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 

 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想

をお待ちしております。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです

（PLUS Report 事務局 plus-report2@plus-office.com） 

 

（お問合せ先） プラス事務所～司法書士法人・土地家屋調査士法人・行政書士法人～ 

      福岡オフィス  司法書士 釘﨑貴弘          博多オフィス   司法書士 重信吉孝  

東京オフィス 〒104-0031 

 東京都中央区京橋1丁目1番1号 八重洲ダイビル5F 

 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 

佐世保オフィス 〒857-0041 

 長崎県佐世保市木場田町1番1号 松永ビル1F 

 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 

熊本オフィス 〒860-0806 

 熊本市中央区花畑町4番1号 太陽生命熊本第2ビル 6F 

 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 

福岡オフィス 〒810-0001 

 福岡市中央区天神2丁目14番8号 福岡天神センタービル3F 

 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 

博多オフィス 〒812-0012 

 福岡市博多区博多駅中央街８番２７号 第１６岡部ビル１０F 

 TEL 092-461-7750 / FAX 092-461-7751 
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